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介護の切り捨てアカン！2017秋の

連続行動「いい介護の日？そりゃあ

ゴカイ！現場から叫ぶデモ」が11月

11日、扇町公園にて開催され、総勢

90名（主催者発表）、支部からは９

名が参加しました。

切り捨てられる高齢者

介護・福祉の問題は、高齢化が進

む中、私たち組合員も生活者として、

避けられない問題です。現在、親の

介護をしている、あるいは近々、必

要になるというのが現実です。

政府は、11月11日を「いい日・介

護の日キャンペーン」などと、あた

かも力を入れているかのように装っ

ていますが、実は、育児も含め、福

祉の問題は国民の目が向いた時だけ

力を入れる“まやかし”の政策でし

かありません。事実、今年４月から

は、すべての要支援1、２の人たち

のホームヘルパー・デイサービスが

介護保険事業から外され、市町村事

業に移されました。結果、多くの自

治体で単価切り下げや無資格者導入

が行われています。

一昨年には、要介護２以下の「軽

度」サービスを保険外しと、要介護

認定者の65％をしめる介護保険サー

ビスを廃止しようと目論見ましたが、

多くの市民の反対で先送りにしまし

た。

しかし、新たに利用者負担を３割

にすることや市町村に「要介護認定

率引き下げ」を競わせる「介護保険

改悪法案」を国会に提出し、生活援

助サービスやデイサービスのさらな

る基準・報酬引き下げを狙っていま

す。

弱者を守る
国造りをするために

介護事業は、現在、低賃金・重労

働による人材不足や中小零細事業所

の倒産など、深刻な事態に陥ってい

ます。ところが、政治家は、庶民の

暮らしを全く解っていないか、解ろ

うとしていません。

低所得者や障がい者など、社会的

弱者を守るのが政治家の役目である

にも拘らず、大企業と結託して私腹

を肥やし、弱い者を切り捨てている

状態である事は明らかです。

将来的には、年金もまともに支給

されるかどうか分からないという不

安な状況の中、私たち自身が介護を

うける時が間違いなく訪れます。

介護・育児問題は、次世代に過分

な負担を負わせないために、反戦・

平和運動と同様、私たちにとって非

常に重要な問題です。国家予算は、

防衛費５兆円、在日米軍駐留経費・

日本負担金（思いやり予算）は3985

億円で、毎年最高額の更新が続いて

います。しかし，武力で他国を制圧

するより、対話で平和な国造りを進

めることで、国防費を縮小し、育児、

介護などの社会保障費を充実させら

れることは、子供でもわかることで

す。

私たち自身が介護の仕組みを理解

し、行政に対する行動のみならず、

市民と連帯し、大きな波を作ってい

くことが必要です。

大阪支部が培ってきた団結力で市

民を引っ張り、この取り組みの礎に

なり、大衆の闘う原動力にしなけれ

ばなりません。
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第11回「艦載機移駐反対！東ア

ジアの平和を守る２０１７岩国国

際連帯集会」が11月25日～26日、

２００名の参加で、岩国福祉会館

にて開催されました。支部からは、

尾道加藤分会から２名が初参加し

ました。

25日午前中は、田村順玄さん

（岩国市議会議員）が、異常な基

地強化の現地報告がありました。

韓国から、ゲスト参加の予定だっ

たホ・ヨングさんが、関西空港で

入国拒否・強制送還という不当弾

圧に遭い、参加できなかったこと

に、参加者一同で異議申立書を確

認しました。

続いて、沖縄・辺野古、京丹後、

横田、反原発運動など、各地から

の報告が行われました。

労働者・住民の闘いで

岩国に平和を取り戻そう

続いて、17時30分から岩国労働

者反戦交流集会が行われ、首都圏、

関西、九州の代表が登壇、シンポ

ジウムが開催されました。

関西からは、私が、全国港湾の

土砂搬出拒否闘争の報告と辺野古

土砂搬出反対全国連絡協議会の闘

いの報告を行いました。

九州からは、ユニオン北九州の

本村委員長が、不当に解雇された

労働者が職場復帰した報告をされ

ました。

フロアからの発言は、「当初１

名だった分会が47名に拡大した」、

「少数派を多数派にすることは過

去からの課題、目立つ行動をして

いこう」、「労働組合は怖いと思っ

ていたが、相談にいくととても優

しく接してくれ、今は組合を拡大

させようと頑張る」などの報告・

意見が出されました。

住民より

米軍の都合を優先

26日午前中は基地周辺のフィー

ルドワーク。岩国市役所横の公園

でミニ集会を開催しました。

呼びかけ人代表の岡村寛さんは

「岩国でも東アジア最大級の米軍

基地の建設が進んでいる。2006年

の住民投票では７割が反対だった

が、今は声を上げる人が少なくなっ

た。しかし、もちろん本心では反

対。今後、米軍の移設で基地によっ

て基地関係者の人口は１万２千人

にまでふくれ上がる見通し。基地

外に住む米兵が多くなると犯罪や

生活のトラブルが懸念される。今

後も岩国での闘いは最重要課題と

なる。艦載機移転などを容認した

福田市長は国におもねり、住民の

安全を無視した。」と話された。

戦争の悲惨さ、政府の理不尽さ

を語り続けよう！子や孫に負の遺

産を残してはいけない！

（執行部 陣 内）

◇◇本年度もよろしくお願いします◇◇
部 長 林 涼 史 （ ス ミ サ ク ）
副 部 長 松 下 泰 士 （ 大 正 埠 頭 ）
副 部 長 岡 田 大 （ サ ン ユ ー ）
副 部 長 佐 野 翔 兵 （ 大 阪 機 船 ）
事 務 局 長 市 川 佳 介 （ 大 阪 港 埠 頭）
事 務 局 次 長 小 玉 貴 文 （ 此 花 荷 役 ）
事 務 局 次 長 山 本 武 司 （ 第 一 商 事 ）
運 営 委 員 玉 城 創 一 （ 大 森 ）
運 営 委 員 玉 城 直 樹 （ 大 森 ）
運 営 委 員 金 津 亮 介 （ 此 花 荷 役 ）
運 営 委 員 山 口 勇 輝 （ 大 正 埠 頭 ）
運 営 委 員 河 村 崇 人 （ 杤 木 協 鐡 ）
運 営 委 員 小 寺 賢 治 （ 阪 南 港 運 ）
運 営 委 員 黒 木 大 輔 （ サ ン ユ ー ）
運 営 委 員 佐 藤 功 典 （ サ ン ユ ー ）

▲ 田村順玄さん(岩国市議会議員)
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「原発も核燃もいらん！戦争い

やや！１７関西集会」が11月11日、

８００名の参加で、エルシアター

にて開催された。

まず、避難５年目の飯館村民の

現実を映画化した「奪われた村」

が上映された。

そ の 後 、 福 井 県 民 会 議 の

中嶌哲演さんが、もんじゅと大飯
なかじまてつえん

原発の問題点を指摘し、地理的事

情による差別的原発立地政策の問

題や、福島の実態を明らかにした。

そのうえで、再稼働を許さず、原

発依存からの脱却を強く訴えた。

負の遺産を

誰に押し付けるのか

メインは、小出裕章さん（元京

大原子炉実験所助教）による「原

発と戦争を推し進める愚かな国・

日本」と題する講演。まず、福島

原発内で溶け落ちた核燃料の所在

確認で、被曝に弱いロボットでは

なく、胃カメラのような長いコー

ドを使うことを提案し、実行させ

た。この結果、判明したことは、

「すでに圧力容器（ペデスタル）

から外部に出ており、核燃料をつ

かみ出すことはできない」という

こと。また、放射線量が非常に高

いので、溶炉内を確認することは

ほとんど不可能であると指摘した。

かつ、「政府のいう30年～40年で

の廃炉は不可能で、100年経って

も収束できない」と断言した。汚

染水も莫大で、海に垂れ流してい

る。

事故当初、政府は「原子力緊急

事態宣言」を発令したが、それは

今も解除されていないことは報道

されていない。

あるいは、当初、「１兆円」と

言われた被爆者の賠償額はすでに

10兆円を超えている。事故後６年

で、莫大な費用を要しているが、

すべて税金で賄われ、子や孫の世

代にまでわたって、福島の事故だ

けで税金や電気料金から余分に負

担しなければならない。

今後、廃炉する原発についても

膨大な費用が支出され、多くの原

子力関係者が「原子力は絶対に安

全」などという考えを、実際には

安全ではないにもかかわらず宣伝

されてきた。

目先の電気料金に騙されず、子

供の被爆、命や生活できる場所を

壊すことを絶対止めるためにも原

発の廃炉、廃止を訴える。

もんじゅ廃炉まで

2000億円以上と30年？

講演の第２番目に、「新高速炉

計画の問題点」を、弁護士の福武

公子さんから話していただいた。

政府はもんじゅの廃炉を決めた

が、核兵器の材料となるプルトニ

ウムの製造を目的として、新たに

高速炉を開発するという。そして、

もんじゅ廃炉と高速炉の建設費用

はすべて国民が負担することにな

る。

危険な原発と核兵器

外務省は、「プルトニウムの蓄

積とミサイルに転用できる技術は

開発しておかなければならない」

としている。

2012年に改定された原子力基本

法においても、法文中に、「わが

国の安全保障に資することを目的

とする」ことが挿入された。これ

は軍事目的そのものである。

安倍政権は、他国に核兵器をもっ

てはいけないというが、米国はす

でに、500万キロトンものプルト

ニウムを保有している。アメリカ

の核の傘に隠れ、福島の事故を隠

し、こんな状態のままでのオリン

ピック開催はいいのか。

私たちは、日常使っているエネ

ルギーが、本当に必要なのかを考

え直さなければならない。
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日韓民主労働者連帯2017年秋季

訪韓団の一員として、11月７日～

13日、國分副委員長と共に、民主

労総全北本部との交流及び闘争現

場の視察、全国労働者大会に参加

しました。

ソウルに到着した11月７日は、

「平和ボケ」の日本はトランプ大

統領訪日を大歓迎ムードで報じて

いましたが、韓国では東アジア諸

国へ武器を売りつけ、自国の利益

のみを考えているトランプ大統領

に対する抗議集会が、ソウル・光

化門広場で行われ、私たちも参加

しました。

11月８日は日本大使館前で、慰

安婦問題解決を求める1308回目の

水曜集会に参加しました。集会に

は韓国の小・中学生たちが課外授

業として多く参加しており、「日

本は謝罪せよ」と書いたプラカー

ドを掲げてアピールしていました。

当時の日本帝国主義が行った残虐

行為を親から子へ、子から孫へしっ

かりと伝える歴史教育がなされて

いると感じました。周辺に居た韓

国の女性参加者から、日本からの

集会参加に感謝しますと握手を求

められる場面もあり、戸惑いなが

らも手を握り返しました。

日本政府は、被害者に謝罪、補

償すべきであるが、ハルモニたち

は誠意のない日本政府との協議は

望んでいないと集会でアピールさ

れました。また、慰安婦問題の解

決で、戦争をおこさない平和な世

界に繋げようと訴えていました。

戦争による被害者は兵士だけでな

く、弱い立場の子供たち、女性が

犠牲になると再認識しました。

弾圧を恐れない闘争現場

11日まで民主労総全北本部の組

合員と４日間を共に過ごしました。

何万人もの組織の幹部たちが、組

合役員選挙中であり、労働者大会

の準備等で忙しいにも関わらず、

４日間、朝から晩まで、私たちに

献身的に接していただいたことに

は、感謝の言葉もありません。

21期訪日団との日韓労働者交流

についての意見交換会や全日建連

帯労組と民主労総との国際血縁労

組締結式が持たれました。日本で

は“連合”が国際連帯を放棄して

いる中、単一組織の全港湾と連帯

労組（一部全労協・ＪＲ総連は交

流有り）だけが交流している現状

において、意見交換会では、27年

間の長期にわたる交流はあったが、

日本の組合員に、国際連帯の重要

性をしっかり伝えきれていないの

ではないか等、今後の交流の在り

方、組織内での意識改革の重要性

など訪韓することによって得るも

のが多いことを、訪韓経験者はしっ

かり伝えていく責任があると感じ

ました。

全州滞在中、バス労働者の長時

間労働、企業の補助金不正流用の

抗議行動に参加。チョンジュ市役

所で清掃業務の仕事を行っていた

組合員が、入札で委託業者が代わ

り雇用継承されず解雇されたこと

による市役所内での座り込み沈黙

抗議行動に参加しました。また、

タクシー労働者が高空籠城して闘っ

ている闘争現場にも行きました。

タクシー労働者は、１日12時間～

16時間の長時間労働に加え、会社

に社納金を毎日約１万３千円支払

わなければいけない（社納金の売

上げに対する割合は８～９割）、

売り上げが無い日でも社納金は納

めなければならない。組合は、理

不尽であるとし、社納金制度廃止、

労働時間に見合った賃金をを求め

て闘争に突入、高空籠城は68日目

になるとのことでした。

闘争現場では、韓国労働者の労

働者としての誇り、自己犠牲の精

神、身体を張っての闘争、国際連

帯の思想、弾圧を恐れない姿をみ

せられ、強く感銘しました。

◇

日本では安倍政権のもと、日本

帝国主義時代の治安維持法の復活

を思わせる共謀罪を成立させ、右

傾化する教科書など、民族主義を

強化し戦争遂行が可能な国への歩

みを速めています。

私たちは再び戦前回帰の道筋が

作られつつあるとの危機感を持つ

ことが重要です。

日本、韓国でも労働者・民衆の

歴史が歪曲され続けています。労

働者が本来持っている偉大な力を

発揮するために、積極的で継続的

な行動と学習が必要だと、訪韓の

度に感じさせられます。


